
１．問題の所在
⑴　教員養成課程を巡る近年の動向
　2015年12月21日に中央教育審議会答申『これから
の学校教育を担う教員の資質能力の向上について－
学び合い、高め合う教員育成コミュニティの構築に向
けて－』が出された。同答申では、教職課程の質保障
の観点から、教職課程の編成に当たり参考とする指針
（教職課程コアカリキュラム）の整備のための検討を
進める必要があるとの指摘が出された（中央教育審議
会, 2015）。この答申を受け、2016年８月に「教職課
程コアカリキュラムの在り方に関する検討会」が設置
され、４回の検討を経て、2017年６月には原案が示さ
れた。その後、パブリックコメント等を経て2017年11月
17日に『教職課程コアカリキュラム』が検討会より報告
された。
　教職課程コアカリキュラムの作成と並行して2016
年11月には教育職員免許法が改正された。この改正
の大きな趣旨は、科目区分の大括り化であった。従来、
「教科に関する科目」と「教職に関する科目」として「教
職の意義に関する科目」「教育の基礎理論に関する科
目」「教育課程及び指導法に関する科目」「生徒指導、
教育相談及び進路指導等に関する科目」「教育実習」
「教職実践演習」と細かく分類されていた区分が、「教
科及び教科の指導法に関する科目」「教育の基礎的
理解に関する科目」「道徳、総合的な学習の時間等の
指導法及び生徒指導等、教育相談等に関する科目」
「教育実践に関する科目」に見直された。また、併せて
この改正に伴い、全国すべての教職課程（特別支援

教員免許課程を除く）に対して、再課程認定申請を行
うこととした。その際、各科目の審査については教職課
程コアカリキュラムを基に行うことが2017年７月３日
の中央教育審議会教員養成部会において了承され、
各大学は教職課程コアカリキュラムに基づく教職科目
を開設することが求められることとなった（文部科学省
初等中等教育局教職員課, 2017）。
　その後、2018年度に行われた再課程認定を経て、
2019年度入学生より教職課程コアカリキュラムを踏
まえた新課程での教員養成が開始されている。

⑵　教職課程コアカリキュラムを巡る課題
　教職課程コアカリキュラムは、『全国全ての大学の
教職課程で共通的に習得すべき資質能力を示す』こ
とを目的に作成された（教職課程コアカリキュラムの
在り方に関する検討会, 2017）。しかしながら、その作
成過程をめぐって、多くの批判がある。１点目として、準
備期間の短さである。「教職課程コアカリキュラムの在
り方に関する検討会」が開催されたのはわずかに５回
である。このうち、４回が上述のようにパブリックコメン
ト前に実施されたものであり、最後の１回はパブリック
コメント最終日のわずか４日後に、寄せられたパブリッ
クコメントから代表的な意見24件を取り出し、事務局
が作成した修正案について、委員の反対を押し切る形
で、中央教育審議会教員養成部会に報告された（牛
渡, 2017）。先の中央教育審議会答申では、『関係者
が共同で作成することで』（中央教育審議会, 2015）
と示されており、先行して作成された薬学等のコアカリ
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キュラムでは、関連学会、各大学等の意見も交えなが
ら作成された（田子, 2018）。それに対して、教職課程
コアカリキュラムについては、関連学会や関係団体が
意見を述べる機会として与えられたのは、パブリックコ
メントの１回だけであった。
　また、2016年11月の教育職員免許法施行規則改
正に伴う、再課程認定の実施に関する文部科学省の
説明会は2017年７月を皮切りに全国各地区で実施さ
れたが、『課程認定の手引き』の正式版が出されたの
は2017年11月２日であり、教育職員免許法施行規則
が公布されたのは2017年11月17日であった。すなわ
ち、各大学は３ヶ月強（実際には案が出ていたので、も
う少し時間はあったが）で準備を強いられることとなっ
た。
　２点目は、教職課程コアカリキュラムの扱いである。
牛渡（2017）は、先行する他分野のコアカリキュラム
では、おおよそ３分の２がコアカリキュラム、残りの３
分の１は担当の専門性を生かした内容や当該大学が
力を入れている内容などに充てられていることが明記
されているにもかかわらず、教職課程コアカリキュラム
ではその点が明記されなかったことを指摘している。
基準を示さないままに教職課程コアカリキュラムの法
的拘束力のみを持たせたことにより、教員養成の内容
の全てが国の定めたコアカリキュラムで占められる可
能性が生じているとの危惧もある（高木, 2019）。仲田
（2018）は、教職課程コアカリキュラムが課程認定と
結びつき事前規制が強化されていることを指摘すると
ともに、教職課程コアカリキュラムが開放性による教
員養成そのものにも影響を及ぼす可能性を指摘して
いる。この点について、「教職課程コアカリキュラムの
在り方に関する検討会」の委員である牛渡（2017）は、
『今回の再課程認定に際しては、コアカリキュラムは、
法的拘束力を持たせず、大学側に参考として利用し
てもらう等の「経過措置」扱いにすることも考えるべき
ではなかっただろうか』と批判をしている。一方で、森山
（2019）は、実際に教職課程コアカリキュラムで規定
する内容は３分の２程度に収まることが予想され、各
大学が自由に教育課程を編成する余地は十分に残さ
れていること、大学の自主性独自性については、大学自
ら保証していくことが重要であると指摘している。その
上で、教職課程コアカリキュラムの導入を契機として、
各大学が自らの教員養成課程の質保証あるいは教職
課程改革に取り組んでいくことが重要だと指摘してい
る（森山, 2019）。2019年度に開催された『令和３年

度課程認定事務説明会』において、教職課程コアカリ
キュラムの活用も含めて、各大学が教職課程の質保
証、教職課程改善に取り組むよう求めている（長谷, 
2019）。

⑶　本稿の目的
　本稿の目的は、教職課程コアカリキュラムの内容お
よびシラバスの検討を通じて、筆者が担当する教職科
目「特別支援教育論」の改善にむけた検証を行うこと
である。具体的には、当該科目が含む事項である「特
別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する
理解」について、内容の再整理を行うとともに、他大学
でのシラバスを検証し、当該事項で扱うべき内容につ
いて検討する。その上で、筆者が作成した「特別支援
教育論」のシラバスおよび講義の実施状況を振り返
り、当該科目の講義の方向性について検証する。なお、
今回検証対象とした「特別支援教育論」は、勤務校で
はなく他大学において兼任で担当している科目であ
る。

２．	教職課程コアカリキュラム「特別の支援を必要
とする幼児、児童及び生徒に対する理解」の内
容検証

⑴　教職課程コアカリキュラムの到達目標について
　表１に事項「特別の支援を必要とする幼児、児童及
び生徒に対する理解」のコアカリキュラムを示した。同
事項は、３つの一般目標に対して８つの到達目標が示
されている。
　一般目標（１）は特別の支援を必要とする幼児児
童生徒の障害理解が目標として掲げられており、（１）
－１）が特別支援教育理念や制度、（１）－２）および
（１）－３）が障害理解により構成されている。目につく
のは、（１）－２）および（１）－３）の内容量の多さであ
る。特別支援学級や通級の指導の対象となる障害種
のうち、学校教育法施行規則に障害名が規定されて
いるものだけでも表２のように多様である。このうち、特
別支援学級（特別支援学校）で対象となる障害につい
て（１）－３）で、それ以外の障害理解を（１）－２）とし
て扱うこととなる。課程認定委員会より示された、『「特
別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する
理解」の審査の考え方』（2018年10月９日課程認定委
員会決定）では、どの程度各障害の内容を扱うかにつ
いて、『「コアカリキュラムの「全体目標」「一般目標」「到
達目標」の内容を修得できるように授業が設計されて
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表１　教職課程コアカリキュラム（特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解）

全体目標

通常の学級にも在籍している発達障害や軽度知的障害をはじめとする様 な々障害
等により特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒が授業において学習活動に参
加している実感・達成感をもちながら学び、生きる力を身に付けていくことができるよ
う、幼児、児童及び生徒の学習上又は生活上の困難を理解し、個別の教育的ニーズ
に対して、他の教員や関係機関と連携しながら組織的に対応していくために必要な
知識や支援方法を理解する。

⑴　特別の支援を必要と
する幼児、児童及び生
徒の理解

〈一般目標〉特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の障害の特性及び心身
の発達を理解する。

〈到達目標〉１）	インクルーシブ教育システムを含めた特別支援教育に関する制度
の理念や仕組みを理解している。

２）	発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする
幼児、児童及び生徒の心身の発達、心理的特性及び学習の過程
を理解している。

３）	視覚障害・聴覚障害・知的障害・肢体不自由・病弱等を含む様々
な障害のある幼児、児童及び生徒の学習上又は生活上の困難に
ついて基礎的な知識を身に付けている。

⑵　特別の支援を必要と
する幼児、児童及び生
徒の教育課程及び支
援の方法

〈一般目標〉特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する教育課程や支
援の方法を理解する。

〈到達目標〉１）	発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする
幼児、児童及び生徒に対する支援の方法について例示することが
できる。

２）「通級による指導」及び「自立活動」の教育課程上の位置付けと内
容を理解している。

３）	特別支援教育に関する教育課程の枠組みを踏まえ、個別の指導
計画及び個別の教育支援計画を作成する意義と方法を理解して
いる。

４）	特別支援教育コーディネーター、関係機関・家庭と連携しながら
支援体制を構築することの必要性を理解している。

⑶　障害はないが特別の
教育的ニーズのある幼
児、児童及び生徒の把
握や支援

〈一般目標〉障害はないが特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の学習
上又は生活上の困難とその対応を理解する。

〈到達目標〉１）	母国語や貧困の問題等により特別の教育的ニーズのある幼児、児
童及び生徒の学習上又は生活上の困難や組織的な対応の必要
性を理解している。

表２　特別支援学級および通級の指導の対象となる障害

規定条文 規定されている障害種

特別支援学級 学校教育法第81条 知的障害、肢体不自由、身体虚弱、弱視、難聴、その他1）

通級の指導 学校教育法施行規則第140条 言語障害者、自閉症、情緒障害、弱視、難聴
学習障害、注意欠陥多動性障害者、その他2）

	 １）特別支援教育資料では、言語障害、自閉症・情緒障害があげられている.
	 ２）特別支援教育資料では、肢体不自由、病弱・身体虚弱があげられている.
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おり、「到達目標」に関する内容がシラバスの各授業回
を通じて全体として含まれている必要がある。これが
満たされる限り、各到達目標に示されている個々の障
害種等の個別の要素をシラバスに含めることは必須で
はない。」』（文部科学省総合教育政策局教育人材政
策課, 2019a）と審査方針が定められている。コアカリ
キュラム全体のバランスからすると、２つ以上の障害種
を１回の講義で扱う、あるいは通常学校で主たる対象
となる（１）－２）を重点的に扱うなどの工夫が求めら
れるといえよう。
　一般目標（２）は、教育課程や支援の方法について
扱う。（２）－１）では支援の方法について、（２）－２）で
は自立活動について、（２）－３）個別の指導計画およ
び個別の教育支援計画について、（２）－４）では支援
体制の構築について学ぶこととなっている。注目すべき
は（２）－２）で取り扱う自立活動である。自立活動は、
特別支援学校の目的を定めた、学校教育法第72条の
『特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的
障害者、肢体不自由者又は病弱者(身体虚弱者を含
む。以下同じ。)に対して、幼稚園、小学校、中学校又は
高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学
習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必
要な知識技能を授けることを目的とする。』の後段部分
に対応した障害に応じた指導であり、特別支援教育
特有の指導領域となる。2017年に告示された小学校
学習指導要領の総則「第３章教育課程の編成及び実
施　第４節児童の発達の支援　２特別な配慮を必
要とする児童への指導」1）において、特別支援学級で
は自立活動を取り入れることが、通級の指導では自立
活動の内容を参考にすることが規定された（文部科学
省, 2017）。従来、特別支援学校を中心に指導されて
きた自立活動であるが、特別支援教員免許状において
は、自立活動について扱うことが明確に示されていな
い2）中で、共通の内容として自立活動が規定されたこ
とは特筆すべき事であると言える。一方で、自立活動は
特別支援教育固有の領域であり、これまでは特別支
援学校や一部の特別支援学級でしか指導が行われて
こなかった。ほとんどの学生にとってなじみが薄い自立
活動について、限られたコマ数の中で指導をしていくこ
とが求められる。
　一般目標（３）は、障害がないが特別な支援が必要
な幼児児童生徒に対する理解と支援についてである。
上述の新学習指導要領における『特別な配慮を必要
とする児童（生徒）への支援』では、障害のある幼児児

童生徒以外に、「海外から帰国した児童（生徒）または
日本語の習得に困難のある児童（生徒）」「不登校の
児童（生徒）」および「学齢を超過した生徒」（中学校の
み）があげられている（文部科学省, 2017a, 2017b, 
2018）。それに対して、（３）－１）では、不登校に関する
内容がなく、代わりに貧困が含まれている。これは、不
登校については、別の事項『教育相談（カウンセリング
に関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法』お
よび『生徒指導の理論及び方法』で取り扱うことが規
定されているためであると考えられる。また、課程認定
委員会が示した審査方針では、『「特別の教育的ニー
ズ」や「配慮が必要な子ども」などの、障害による「特別
の支援」の内容を扱うのか、障害はないが「特別の教
育的ニーズ」の内容を扱うのかが判別がつかないよう
な標記は避け、「障害はないが特別の教育的ニーズ」
とするか、「母国語」や「貧困」の問題等の具体事例を
シラバスに明記すること。』（文部科学省総合教育政
策局教育人材政策課, 2019a）と示されており、障害
はないものの、学校で特別な指導、支援、配慮が必要
な児童生徒に対する支援の在り方について、触れるも
のであると解される。
　以上のように、当該事項は特別支援教育全般に関
して広く学ぶことが想定されている科目であると言え
る。なお、当該事項を含む科目については、保育士養
成課程の「障害児保育」や小学校あるいは中学校課
程の「介護等体験事前指導」のような科目の一部とし
て扱うことも可能であるとされているが（文部科学省
総合教育政策局教育人材政策課, 2019a）、教育職
員免許法施行規則第２条備考３により当該事項の内
容を満たす科目を１単位以上開設することが必須で
ある。町田・滝沢・田子・工藤（2018）が全国私立大学
教職課程協会に所属する大学に行った調査では、回
答のあった29大学中20校が２単位、９校が１単位で
あった。
　また、教員審査を行う上では、①特別の支援を必要
とする幼児、児童及び生徒の障害の特性及び心身の
発達の理解、②特別の支援を必要とする幼児、児童
及び生徒に対する教育課程や支援の方法の理解のい
ずれかに関する業績3）を持つことが求められる（文部
科学省総合教育政策局教育人材政策課, 2019a）。
町田ら（2018）によると、担当者では専任兼任共に、心
理学や特別支援教育を専門とする教員が務めている
傾向にあった。
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⑵　教職課程コアカリキュラムの懸念
　事項「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生
徒に対する理解」のコアカリキュラムの懸念として、「内
容の広範さ」と「担当教員の適格性」を指摘する。第１
の「内容の広範さ」であるが、通常学校に在籍するこ
とが予想される様々な特別の教育的ニーズのある児
童生徒について扱うため、どうしても扱うべき内容が
多くなっている。そのため、例えば、発達障害児に対す
る支援方法として特定の指導技法（SST：social skill 
training）のみを扱うことなども予想される。一方で、発
達障害や自閉症スペクトラムの児童生徒の行動特性
や困り感は多種多様であり、特定の指導技法だけで
は解決し得ない事も多い。学生に対して障害の特性や
支援のイメージを持たせるために、具体的な事例や指
導・支援技法を扱う際には、一般化できない面がある
ことを強調するなどの慎重さが求められる。必要に応
じて、コアカリキュラムの内容をもう少し絞り込む等の
工夫が必要になってくるであろう。
　もう１点は、「担当教員の適格性」である。課程認定
委員会から示された審査の考え方では、①特別の支
援を必要とする幼児、児童及び生徒の障害の特性及
び心身の発達の理解、②特別の支援を必要とする幼
児、児童及び生徒に対する教育課程や支援の方法
の理解のいずれかに関する業績を持つことが求めら
れる（文部科学省総合教育政策局教育人材政策課, 
2019a）。実際には、①と②のどちらの業績なのか、ど
の障害種の業績なのか等により、専門領域は異なる。
そのため、担当者の専門とする障害種や指導分野（指
導法, 心理等）の違いにより、教授内容が大きく変わり
かねず、教職課程コアカリキュラムの基準性に対しても
影響を及ぼすことが懸念される。

⑶　実際のシラバスについて
　ここでは、上記の懸念も含めて、実際に運用を始め
ている大学のシラバスについて検証をする。国立私立、
小学校教育課程の有無、特別支援教育課程の有無
により表３に示す４大学のシラバスについて示した。４
大学のシラバスを概括すると、到達目標（１）－２）およ
び（１）－３）に該当する内容が多くを占めていること、
大学により（１）－２）と（１）－３）の扱いにかなりの違
いが見られることがわかった。A大学とD大学は（１）
－３）に関する内容、すなわち従来特別支援教育が主
たる対象としてきた感覚・運動障害、知的障害につい
て回数を割いて講義を構成している。それに対して、B

大学とC大学は（１）－２）に関する内容、すなわちLD・
ADHD・自閉症スペクトラムに関する理解や支援を重
点的においている。実際に小学校または中学校に在籍
している障害のある児童生徒について、特別支援学
級では小中学校ともに知的障害および自閉症・情緒
障害で全体の95％近くを占めている（文部科学省初
等中等教育局特別支援教育課, 2018）。通級の指導
の対象としては、小学校では多い順に言語障害、自閉
症、ADHD、LD、情緒障害であり、中学校では多い順
にLD、自閉症、ADHD、情緒障害となっており、これら
の障害でほぼ100％となっている（文部科学省初等中
等教育局特別支援教育課, 2018）。B大学やC大学の
方が小中学校の実態に応じたシラバス構成とも捉えら
れる。これだけ、大きな違いがでていることに対して、教
職課程コアカリキュラムの基準性という観点からは、
今後検討の余地があると思われる。
　もう１つ指摘できるのは、「自立活動」に関する内
容の乏しさである。シラバスの各回において障害や特
性に対する指導や支援については読み取れるものの、
「自立活動の理念」として明示的に示したシラバスは
なかった。もちろん大学によっては、シラバスの項目に
対して概要を示していたり、キーワードを示している大
学もあるであろう。そのため、シラバス中の各回の項目
だけで判断はできない。それであっても、自立活動は特
別支援教育を考える上で、大変重要な概念であり丁
寧な指導が必要であると思われる。
　以上、４大学のシラバスを概観したが、到達目標
（１）－２）および（１）－３）については、コアカリキュラ
ムから懸念したとおり、すべての大学で一番時間を割
いてシラバスを構成していた。また、おそらく4大学とも
に、コアカリキュラムの内容のみでほぼ15回が構成さ
れていた。今後、各大学で講義が展開されていく中で、
どのような付加的な内容が指導に盛り込まれるのか、
更なる検証が必要であろう。

３．受講生の実態と授業運営
　ここからは、実際に筆者が単独で担当している、E大
学で開講の「特別支援教育論」について、受講生の実
態とシラバスについて確認をし、講義の方針について
検証をしていきたい。
⑴　大学及び学生の実態
　E大学は関東地区にある私立大学であり、中学校
（音楽,保健体育,社会）および高等学校（音楽,情報,
保健体育,地理歴史,公民）の教職課程を開設してい
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表３　各大学のシラバスについて

大
学

A
大
学

B大
学

C
大
学

D
大
学

校
種

国
立

私
立

私
立

私
立

小
学
校
課
程

○
○

○
×

特
別
支
援
課
程

○
○

×
×

シラバス

第
1回

本
授
業
の
目
的
と
方
法
－
教
職
課

程
に
お
け
る
本
授
業
の
位
置
付
け

本
講
座
の
達
成
目
標
と
授
業
概
要
　
イ

ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
の
理
念
に
つ
い
て

障
害
」の
意
味
　「
障
害
者
」の
定
義

ガ
イ
ダ
ン
ス

第
２
回
特
別
支
援
教
育
の
制
度
と
歴
史

小
学
校
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育
に
つ

い
て
〜
通
級
に
よ
る
指
導
及
び
自
立
活

動
特
別
支
援
教
育
の
理
念
や
制
度

特
別
支
援
教
育
の
意
義
 特
別
支
援
教

育
の
現
状

第
３
回
障
害
は
な
い
が
特
別
な
教
育
的

ニ
ー
ズ
の
あ
る
子
ど
も
と
そ
の
支
援
「
個
別
の
指
導
計
画
」と「
個
別
の
教
育

支
援
計
画
」作
成
及
び
評
価
の
実
際

合
理
的
配
慮
と
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ

ン
の
具
体
例

視
覚
障
害
教
育

第
４
回
視
覚
障
害
・
聴
覚
障
害
の
理
解

特
別
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
及
び
関

係
機
関
・
家
庭
と
の
連
携

学
習
指
導
要
領
と
特
別
支
援
教
育

聴
覚
障
害
教
育

第
５
回
知
的
障
害
・自
閉
症
の
理
解

注
意
欠
如
多
動
性
障
害
(A
D
H
D
)の
あ

る
児
童
の
理
解
と
支
援

自
立
活
動
と
教
育
課
程

知
的
障
害
教
育

第
6回

肢
体
不
自
由
・
病
弱
の
理
解

自
閉
症
ス
ペ
ク
ト
ラ
ム
障
害
(A
SD
)の
あ

る
児
童
の
理
解
と
支
援
(1)自

閉
症
･広

汎
性
発
達
障
害

発
達
障
害
の
定
義
と
種
類

肢
体
不
自
由
教
育

第
7回

言
語
障
害
・
学
習
障
害
・
A
D
H
D

の
理
解

自
閉
症
ス
ペ
ク
ト
ラ
ム
障
害
(A
SD
)の
あ

る
児
童
の
理
解
と
支
援
(2)ア

ス
ペ
ル

ガ
ー
症
候
群

見
る
、読
む
、書
く
に
困
り
感
の
あ
る
子

ど
も
の
理
解
と
対
応

病
弱
教
育

第
8回

特
別
支
援
学
校
で
の
教
育

情
緒
障
害
や
言
語
障
害
の
あ
る
児
童
の

理
解
と
支
援

話
す
、聞
く
、計
算
す
る
に
困
り
感
の
あ

る
子
ど
も
の
理
解
と
対
応

重
複
障
害
教
育

第
9回

通
級
に
よ
る
指
導

限
局
性
学
習
障
害
(LD
)の
あ
る
児
童
生

徒
の
理
解
と
支
援

行
動
に
困
り
感
の
あ
る
子
ど
も
の
理
解

と
対
応
　
パ
ニ
ッ
ク
行
動
と
ソ
ー
シ
ャ
ル

ス
キ
ル
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
基
本

言
語
障
害
教
育

第
10回

通
常
の
学
級
で
の
特
別
支
援
教
育

シ
ス
テ
ム

軽
度
知
的
障
害
の
あ
る
児
童
の
理
解
と

支
援

こ
だ
わ
り
が
強
く
、対
人
関
係
や
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
困
り
感
が
あ
る
子
ど
も

の
理
解
と
対
応

情
緒
障
害
教
育

第
11回

個
別
の
指
導
計
画
と
教
育
支
援
計

画
病
弱
児
の
理
解
と
支
援
及
び
二
次
障
害

(心
身
症
・
不
登
校
)を
示
し
た
児
童
へ
の

対
応

特
別
支
援
教
育
に
関
わ
る
課
題
解
決

学
修
①
研
究
テ
ー
マ
の
決
定
と
調
査

研
究

発
達
障
害
教
育
①
発
達
障
害
と
は

第
12回

合
理
的
配
慮
と
基
礎
的
環
境
整
備
感
覚
障
害
(視
覚
障
害
･聴
覚
障
害
)の

あ
る
児
童
の
理
解
と
支
援

特
別
支
援
教
育
に
関
わ
る
課
題
解
決

学
修
②
ま
と
め
と
発
表

発
達
障
害
教
育
②
発
達
障
害
教
育
の

現
状

第
13回

巡
回
相
談
と
地
域
の
学
校
支
援

運
動
障
害
(肢
体
不
自
由
･発
達
性
強
調

運
動
障
害
)の
あ
る
児
童
の
理
解
と
支
援
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
発
達
検
査
　
個
別
の

教
育
支
援
計
画
・
個
別
の
指
導
計
画
と

校
内
体
制

特
別
支
援
教
育
の
実
際
①
通
常
の
学

級
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育

第
14回

多
職
種
連
携
と
チ
ー
ム
ア
プ
ロ
ー

チ
母
国
語
や
貧
困
の
問
題
に
伴
う
特
別
の

教
育
的
ニ
ー
ズ
の
あ
る
児
童
へ
の
支
援

ま
と
め
と
確
認
：
第
１
回
～
１
３
回
ま
で

の
ま
と
め

特
別
支
援
教
育
の
実
際
②
特
別
支
援

教
育
の
現
状
と
課
題

第
15回

授
業
の
ま
と
め
と
期
末
試
験
及
び

試
験
の
解
説

ま
と
め

障
害
は
な
い
が
、環
境
要
因
に
よ
る
学

習
上
又
は
生
活
上
の
困
難
と
関
係
機

関
と
の
連
携

障
害
の
な
い
配
慮
を
要
す
る
幼
児
児
童

生
徒
へ
の
教
育

長野大学紀要　第41巻第３号　　　　2020

− 32 −

244



る。小学校課程や特別支援教育課程は開設をしてい
ない。学科（免許課程）により当該科目の開講形態（開
講時期, 受講対象学年）が異なっており、前期は旧課
程（２年生以上）、後期は新課程（１年生）および旧課
程（２年生以上）が受講していた。前後期ともに、第１
回の講義において、事前アンケートとして、特別支援教
育に対する予備知識について回答を求めた。事前アン
ケートを行うにあたって、当該アンケートの目的等を説
明の上、結果の公表について同意の意思を確認した。
同意をすると回答した学生の回答（前期24名, 後期
44名）について結果をまとめた。
　１）用語の知識：「特別支援教育」「インクルーシブ
教育」「合理的配慮」という用語について知っているか
どうか尋ねた（表４）。「特別支援教育」については、ほ
ぼ全員が聞いたことがあると回答していたが、「合理
的配慮」ではその割合が47％程度に下がり、「インク
ルーシブ教育」については、「知っている」と回答した
学生は１名のみであった。「合理的配慮」については、
知っていると知らないがほぼ半々であった。丹野・小
川・加藤・上條・松平（2018）が社会福祉学部の学生
に対して行った調査では、「合理的配慮」について知っ
ていると回答した者が77％とおり、その結果とは対照
的であった4）。また、「インクルーシブ教育」の認知度の
低さについては、今回の対象者と同様に、教員養成学
部ではない教職課程の学生に調査をした京林・平田
（2018）においてもほとんどの学生が具体的にイメー
ジできないと回答していたことを報告している。
　２）接触経験：障害児者との接触経験についいたと
ころ、「ある」と回答した学生が69％であった。発達障
害等の認知の拡がりもあり、接触経験があると自覚し
ている学生は多い。先行研究でも、80％程度の学生
が接触経験があると回答していた（例えば大山・増田, 
2016; 見上, 2015; 村上・若松・氏間・林田・谷本・吉

利、2018）。接触場所についても小学校や中学校時代
に一緒のクラスにいた、交流を行った等の回答があり、
特別支援教育の進展とともに、通常学級や通常学校
において障害のある児童生徒の存在が認知されてき
ているといえる。また、「何の障害かはわからない」「多
分○○障害だと思う」といった障害像については漠然
とした回答が散見された。そのため、講義の中では具
体的な場面や生徒像を提示しながら、障害に関する
基本的な知識理解を深めていくことが理解を促す事
につながっていくと想定される。なお、本講義では、次
で述べる講義の方針との関係から、障害の名称や前
提知識については問うていない。

⑵　シラバスと講義方針
　表５にシラバスを示した。表３と見比べると目につく
のは障害の理解に関する時間の少なさである。本講
義を組み立てるにあたり、「目の前の子どもに対してい
かに指導・支援・配慮」を展開するかということを重視
し、各障害の特性に関する教科書的理解よりも、具体
場面を重視したためであった。そのため、可能な限り毎
回、具体的な学習・生活場面（例えば, ノートを上手く
とれない児童生徒）や実態（すぐに立ち歩いてしまう児
童生徒）をとりあげ、「もし自分が担任教師ならどうす
る？」という形で演習を行うことを心掛けた。例えば、第
７回の講義では、「ユニバーサルデザインの視点に基
づいた授業づくり」の演習を通して、教科指導場面や
日常生活指導場面においてどのような支援や配慮が
考えられるのかを検討してもらった。講義の後半では、
到達目標（２）－２）や３）に関する内容として、自立活
動を取り上げ、自立活動の指導を通して障害理解のた
めにどのようなことが求められるのかを各学生には考
えてもらった。

表４　事前アンケート結果
特別支援教育 合理的配慮 インクルーシブ教育

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

知っている
（説明できる） 12 17.6 0 0 1 1.5

知っている
（説明できない） 54 79.4 12 17.6 31 45.6

いいえ 2 2.9 56 82.4 36 52.9
68 100.0 68 100.0 68 100.0
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⑶　講義の実際と改善点
　当該科目のシラバスを作成したのは、再課程認定申
請時点であり、当時は教職課程コアカリキュラムの実
施前であり、必修科目としてどのような内容を構成す
ればいいのかは全くの手探り状態であった。そのため、
教職課程コアカリキュラムの内容を参照しつつ、筆者
が小学校や中学校の教科指導場面や特別支援学級
や通級の指導における自立活動の指導に関わる中で、
大切だと思われる内容を盛り込んだ。
　毎回演習とともに寄せてもらっている学生の感想か
らは、「○○障害について理解できた」「当時、クラスメ
イトが何でできていなかったのか（何に困っていたの
か）理解できた」といった積極的な意見が聞かれた。一
方で、障害を前面に出さず、「問題行動の背景にどんな
困り感があると考えられるか」「どんな支援が考えられ
るか」といった抽象度の高い投げかけが多かったため、
「障害のイメージがわかなかった」「具体的にどうすれ
ばいいかわからなかった」といった回答もしばしば寄せ
られた。学生にとって、演習で提示した場面や困難が
想像できる場合と想像しにくい場面が分かれた印象
であった。各演習で寄せられた学生の回答や感想につ
いて分析を進めることで、提示した事例が本当に演習
課題としてふさわしかったのか、（場面設定, 課題設定
両面において）どのような問いかけが考えられるのかを

検討する必要があると思われる。
　また、表３との比較から明らかなように、各障害の理
解に関する時間が不足していることが見て取れる。上
述のように、演習課題を通して障害特性については解
説を行っているが、障害理解の時間をまとまって確保
した方がいいのか、演習を通じて学ぶ形式がいいの
か、学生の回答や感想だけでなく、同じ講義を担当す
る教員や類似の実践を参考にしながら検証を進めて
いく必要がある。
　最後に、教職課程コアカリキュラムの妥当性につい
てである。文部科学省の説明あるいは選考するコアカ
リキュラム（医学薬学等）では、コアカリキュラムで全体
の７割の内容をカバーし、残りの３割は各大学のアカ
デミックポリシーやディプロマポリシーにより構成する
ことが望ましいとされる。しかしながら、表３および表５
を見る限りは、７割が質なのか量なのかも含めて、どの
ような線が引かれるのかが読み取れなかった。新科目
であり、今後の実践が重要であるが、教職課程コアカ
リキュラムの示し方についても改善の余地があるので
はないかと考える。

４．終わりに
　本稿では、教職課程コアカリキュラムの事項「特別
の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理

表５　「特別支援教育論」シラバス
回数 テーマ
第1回 特別支援教育とは
第2回 特別支援教育の歴史
第3回 就学の仕組み
第4回 通常学校で学ぶ特別な教育的ニーズの児童生徒の実態①－身体・知的障害－
第5回 通常学校で学ぶ特別な教育的ニーズの児童生徒の実態②－発達障害等－
第6回 通常学校における特別支援教育の展開①－教育課程－
第7回 通常学校における特別支援教育の展開②－教科指導と個別の配慮、支援－
第8回 通常学校における特別支援教育の展開③－通級指導における特別支援教育－
第9回 通常学校における特別支援教育の展開④－特別支援学級における特別支援教育－
第10回 通常学校における自立活動①－自立活動の目標・理念・教科指導との関連－
第11回 通常学校における自立活動②－自立活動の進め方－
第12回 通常学校における自立活動③－個別の指導計画と個別の教育支援計画－
第13回 特別支援教育の観点から見た通常学校の今日的課題①－合理的配慮－
第14回 特別支援教育の観点から見た通常学校の今日的課題②－地域・家庭・関係機関との連携－
第15回 これからの特別支援教育－教師を目指す学生たちに－
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解」について、コアカリキュラムが求める内容について
整理し、他大学のシラバスの対応状況について検証す
ることを通して、同事項のコアカリキュラムの在り方に
ついて考察した。後半は、筆者自身が担当する講義の
シラバスや講義方針について振り返り、他大学のシラ
バスとの比較や受講生の実態を通して、講義構成の在
り方について検証を試みた。
　再課程認定が終了して以後、文部科学省は教員養
成課程の質保障の在り方について重視している。その
中で、教職課程コアカリキュラム等を活用した自己点
検やFD活動についても積極的に取り組むように促し
ている。今回は、講義の概要のみの検証にとどまってお
り、十分な自己点検ができたとは到底言えないが、教
職課程コアカリキュラムの在り方自体も含めて、検証を
重ねていきたい。

付記
　講義アンケートについて、公表を許諾してくださいま
した、E大学の受講生に深く感謝いたします。

註
1）	 中学校学習指導要領では、「第１章総則　第４ 生
徒の発達の支援　２ 特別な配慮を必要とする生
徒への指導」（文部科学省, 2017b）で、高等学校
学習指導要領では、「第１章総則　第５款　２ 特
別な配慮を必要とする生徒への指導」（文部科学
省, 2018）にて示されている。なお、高等学校にお
いても2018年度より通級の指導については制度化
されているが、特別支援学級の規定はない。

2）	 2019年12月12日の課程認定委員会において、「特
別支援学校教諭免許状に係る審査の考え方」が
決定され、「特別支援教育の基礎理論に関する科
目」および「心身に障害のある幼児、児童又は生徒
の教育課程及び指導法に関する科目」の授業計画
中に、「自立活動」を概観する内容を含めることが
必要であることが規定されている（文部科学省総
合教育政策局教育人材政策課, 2019b）。

3）	「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に
対する理解」の審査の考え方』では、知的障害、肢
体不自由、発達障害等いずれかの障害種に関する
「教育制度（理念）」、「心理・生理・病理」「教育課
程・指導法」に関するいずれかの業績と示されてい
る（文部科学省総合教育政策局教育人材政策課, 
2019b）。

4）	 丹野ら（2018）の調査では、「大学の授業で合理的
配慮を学んだ」と回答したのが半数上であり、大学
入学前から知っていたと回答したのは８％程度で
あった。大学生についても専攻や学年により結果は
異なることが予想される。
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